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市町村合併に伴う住民意識と地域的傾向
−高崎市を例として−
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People’s Consciousness and Regional Trends Associated
with Municipal Merger
−A Case Study of Takasaki City−
Yasuo TSUGAWA
要　旨
　高崎市においては、関係７市町村による広域合併が行われた。その結果、広域圏の異なる自治
体との合併や飛び地の存在など、合併前には予測できなかった問題や課題も生じた。今後、高崎
市における住民意識の醸成には一定の時間が必要であろう。そこで、本稿においては高崎市にお
ける市町村合併に伴う住民意識とその地域的傾向について、合併に伴う影響、住民生活やインフ
ラ、伝統・文化などについて旧自治体単位を地域とみなして分析を行うことにした。
　分析の結果、合併に対する市民の意識は多様であり、同時に地域による相違も確認できた。そ
の背景には合併に至るさまざまな経緯があり、旧自治体の首長・議会や住民の選択、伝統・文化
に育まれた個々の住民意識等の存在が考えられる。したがって、合併後に支所として位置づけら
れた旧町村の役場を中心に、情報ネットワーク化に対応した住民サービスの提供、ゴミや消防等
の住民生活に直接かかわる事業等についても合理的に処理できる自治体への移行、地域審議会の
設置による地域住民の意思の反映などに配慮する仕組みやそれらが有効に機能する体制づくりが
求められる。
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Summary
　　Takasaki City and related six municipalities implemented the wide area merger. 
Consequently, unexpected post merger troubles and challenges have become evident due to 
merger between municipalities in different zone and presence of enclave.  A certain period of 
time will be required to develop the people’s consciousness in Takasaki City. The purpose of this 
paper is to analyze people’s consciousness and regional trends associated with municipal merger 
in regions of former municipal unit in terms of the daily lives, infrastructure, tradition and 
culture.,
　　The analysis shows that the consciousness of the merger varies among individual citizens 
and regions.  It may be due to various stories behind the merger and also due to presence of the 
views of former local chief executives, the selection and the consciousness of individual citizens 
which has been developed based on tradition and culture.  Therefore, it is required to build the 
systems giving consideration on provision of the citizen service which responds to information 
networking and transition of the projects directly related to citizen lives such as waste disposal 
and fire-fighting to the new city for its intellectualization and establishment of the regional 
advisor board reflecting the citizensʼ opinions on the local government and also to build the 
framework allowing those efforts to work effectively.
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Ⅰ．はじめに
　いわゆる平成の大合併は、「魅力ある地方の競争」を理念に掲げ、地方自治体の財政的な自立
を求めた。そして、「三位一体の改革」により、補助金や地方交付税を減らし、税源の移譲によっ
て各自治体が財政的に自立することを求めるねらいがあった。また、「市町村合併特例法」にお
いて、「合併特例債」等の誘因策を設け市町村合併を推進してきた。市町村合併が求められる理
由は、①地方分権の推進、②多様化する住民ニーズへの対応、③生活圏の広域化への対応、④効
率性の向上、⑤少子高齢化への対応などが挙げられた。その結果、全国の市町村数は3,232（平
成11年３月31日現在）から1,730（平成22年３月31日）となった。
　そこには、メリット、デメリットが存在し、政府主導の合併誘導に対する地方からの反発も大
きくなっていた。とくに小規模市町村では、合併によって中心部への人口の一極集中が加速し、
きめ細かな住民サービスの低下や地域アイデンティティの喪失を危惧する声も高まった。とは言
え、市町村合併特例法の期限を目指して合併への取り組みが加速した。
Ⅱ．高崎市における合併の経緯
（ａ）合併の経緯
　高崎市における合併の方針は、近隣市町村を含めた高崎都市圏の発展を目指し、国からの財政
支援の減少が想定される中で、少子高齢社会や環境問題などに対応するため、①住民の意思を尊
重、②生活圏と行政区域の一体化、③中核市への移行、④合併特例法の期限内実施、⑤地域の特
色を生かすなど５つの柱に基づいていた。
　合併協議会設立に至る経緯は、2003年（平成15）１月に高崎都市圏市町村合併研究会において、
合併に関する研究及び住民に対する情報提供に資するための構成市町村の行財政に関するデータ
を調査し、比較表を公表した。同年５月に吉井町から高崎市に住民アンケートの結果を踏まえ、
合併特例法の期限内合併を前提とする任意合併協議会の設置が申し入れられた。同年６月に高崎
市長は高崎都市圏を構成する市町村長に任意合併協議会への参加を呼びかけた。そして、当初は
高崎市、倉渕村、箕郷町、吉井町、新町、玉村町の１市４町１村の参加が確認された。
　その後、同年12月に設置された「高崎地域任意合併協議会」においては、玉村町を除く１市
３町１村が参加を表明した。そして、2004年（平成16）９月24日に箕郷町と「高崎市・箕郷町
合併協議会」及び９月30日に倉渕村、群馬町、新町と「高崎地域合併協議会」を設置し、2006
年（平成18）１月に高崎市、倉渕村、箕郷町、群馬町、新町の５市町村での合併、2006年２月
には「高崎市・榛名町合併協議会」が設置され、同年10月に両市町が合併、2008年（平成20）
７月に「高崎市・吉井町合併協議会」が設置され2009年（平成21）６月に両市町が合併した（第
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１図）。
　この間、市町村合併への意向を問う住民アンケートが各自治体において実施された。高崎市が
2003年（平成15）に行った「市民の声」アンケートによると、合併に賛成する人が全体の
57.5％、反対25.2％、不明・無回答17.3％となり、大半が賛成している。合併の枠組みとしては、
「高崎都市圏連携会議（32.1％）」「任意の組み合せ（27.2％）」「高崎市等広域市町村圏（19.7％）」
「高崎市ほか４町村衛生施設組合（14.4％）」「その他（6.6％）」となっていた。合併の枠組みに
対する認知度がどの程度浸透していたのか疑問な点もあるが、より広域レベルでの合併を期待す
る声が強かったものと思われる。旧倉渕村では2003年（平成15）に行われたアンケート結果に
よると、合併肯定派が42.7％、否定派が19.3％、中間派が37.8％となっている。ちなみに、高
崎市を含む枠組みを求める層が全体の47.4％と任意合併協議会を構成する町村の中では最も低
く、行政域が高崎市の飛び地となることの懸念が示されていたものと言えよう。旧群馬町では
2002年（平成14）にアンケートが実施され、肯定派46.9％、否定派22.5％、中間派30.6％となっ
た。高崎市を含む合併の枠組みを求める層が71.8％と高く、高崎市との隣接や生活圏の拡大が
反映されている。旧吉井町では合併に概ね賛成する人が47.8％で、合併に肯定的な人の83.5％
が高崎市との合併を望んでいる。このように、市町村合併に対する国の政策や認知度の高まりが、
一定の合併賛成派の増加を促してはいるものの、合併の相手先に関しては当該自治体の地理的位
置や住民・行政担当者・議会の思惑などが背景となり、微妙な温度差を生じていた。
第１図　市町村合併に伴う高崎市域の変遷
2006年１月 2006年10月
2009年６月
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　合併方式には、新設合併と編入合併の２つのパターンがあるが、任意合併協議会において、高
崎市に他の町村が編入する編入合併方式がとられ、新市の名称も「高崎市」とすることが承認さ
れた。
　このような経緯を経て、2006年（平成18）１月の高崎市、倉渕村、箕郷町、群馬町、新町の
５市町村の合併により人口は32万人を超えたが、同時に倉渕村及び新町が飛び地となり、行政
域の一体感を図ることができなかった。同年10月に合併に慎重な姿勢をとっていた榛名町が高
崎市との合併に合意し倉渕村との飛び地状態が解消された。人口は34万人を超え、前橋市を抜
き群馬県内最大の人口を抱えることになった。そして、2009年（平成21）６月には隣接する吉
井町との合併を果たし、人口が37万人を超え2011年（平成23）４月１日に中核市へと移行した。
いうまでもなく、中核市は法定人口30万人で都道府県において遂行されていた権限及び事務の
一部が移譲される。高崎市は政令指定都市に次ぐレベルの都市になることで地域における拠点性
がより一層増すことになった。
（ｂ）基本政策
　高崎市は2006年（平成18）に第５次総合計画（基本構想10年）を策定し、「交流と創造−輝
く高崎」を目標に６つの基本戦略を掲げて政策を実行してきた。この間、周辺自治体との合併を
踏まえ各自治体の総合計画との整合性を図りながら、地域別の将来像として高崎地域（都市拠点
ゾーン）、倉渕地域（自然共生ゾーン）、箕郷地域（歴史田園ゾーン）、群馬地域（歴史文化ゾーン）、
新町地域（生活都市ゾーン）、榛名地域（観光交流ゾーン）、吉井地域（文化自然ゾーン）をキ ・ー
コンセプトとして位置づけている。この点については、2007年（平成19）に提出された総合計
画審議会からの答申案に「市町村合併後の総合計画となることから、各地域の個性を尊重したま
ちづくりを進めていくとともに、高崎が一つの都市として独自の魅力を発揮していけるよう、地
域間の交流を進めることにより、一体感の醸成と均衡ある発展に努めていただきたい。また、広
範囲に及ぶ市域において、すべての市民が均等に行政サービスを受けられるよう、効果的かつ効
率的な自治体運営に努めていただきたい。」との一文が盛り込まれているように、全体と部分、
統合・ネットワーク化、プライオリティの明確化による自治体運営といった観点が強調されてい
る。
　ちなみに、合併後は関係町村の役場機能を支所として位置づけ、組織の再編を包含しつつ情報
ネットワーク化による住民サービスの提供、ゴミや消防等の住民生活に直接かかわる事業等につ
いても合理的に処理できる自治体への移行、地域審議会の設置による地域住民の意思の反映など
に配慮する仕組み作りがなされた。
　以上のように高崎市においては、関係７市町村による広域合併が行われた。その結果、広域圏
の異なる新町（多野藤岡広域圏）、吉井町（多野藤岡広域圏）との合併や旧新町との飛び地の存
在など、合併前には予測できなかった問題や課題も生じたものと考えられる。今後、高崎市にお
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ける住民意識の醸成には一定の時間が必要となろう。そこで、本稿においては高崎市における市
町村合併に伴う住民意識とその地域的傾向について、合併に伴う影響、住民生活やインフラ、伝
統・文化などに関して旧自治体単位を地域とみなしてアンケート調査を行い、その結果について
分析を行うことにした。
Ⅲ．住民意識と地域的傾向
（ａ）調査方法と概要
　調査対象地域は高崎市及び合併前の６つの旧町村（倉渕村、箕郷町、群馬町、新町、榛名町、
吉井町）であり、合併による影響について、産業別、行政サービス、地名、文化、交通などにつ
いて平成23年７月末にアンケート及び聞き取りをおこなった。サンプル数は400である。質問
項目は（Ａ）回答者の属性（年齢、性別、職業、現住地、勤務地）、（Ｂ）合併の影響（産業別、
行政窓口の対応、ゴミ収集・分別の方法、地名の変更、地区の祭り・行事の継続、広報誌、コミュ
ニティバス、コミュニティ放送など）であり、旧市町村単位での集計・分析も行った。なお、以
下の分析においては旧町村名を各地域名として表記する。
（ｂ）調査結果
　以下、主な調査結果を示し検討してみたい。
ｂ−１　産業別影響
　ここでは産業別（第１・２・３次）に回答者がどのように合併の影響を捉えているのかについ
て確認した（第２図）。それによると６割から７割の回答者が変化なしと答えている。大多数は
産業面での変化を感じてはいないものの、第３次産業が改善、やや改善と答えた回答者が約
10.5％おり、合併に伴う第３次産業の活性化をわずかながら意識しているものと言えよう。
第２図　合併に伴う影響（産業別）
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ｂ−２　市役所・支所の対応
　全体は改善５％、やや改善10％、変化なし64％、やや悪化10％、悪化３％、無回答８％とな
り（第３図）、過半はこれまでどおりの対応がなされているものと捉えている。ただ、吉井地域
の住民は悪化及びやや悪化を合わせて29％、倉渕地域がサンプル数は少ないものの半数の住民
がやや悪化と答えている。今回の合併の過程で最も参加が遅かった吉井地域、本庁舎から最も離
れた倉渕地域の住民にとって、若干窓口対応に不満を抱いていることが明らかになった。合併前
から懸念されていたことであるが、住民サービスへの配慮がより一層求められる結果が示された
ものといえよう。
ｂ−３　ゴミ収集・分別の仕方
　ゴミ収集・分別に関しては部分的に広域圏単位での違いがあったため、全市での共通化が図ら
れていない。具体的には多野藤岡広域圏に属していた新町地域及び吉井地域とそれ以外の地域と
の間で若干の相違があり、全市では家電や粗大ゴミ、廃食用油リサイクルなどの出し方が共通化
されている。ゴミ収集・分別はこれまでの各自治体の取り組みの成果がアンケート結果にも表れ
ており、合併後に悪化したが２％、やや悪化が２％と極めて低く、合併後も変化なしが74％、
改善４％、やや改善14％となっている（第４図）。
　この点に関しては、環境への取り組みやゴミのリサイクル・資源化が浸透した段階での市町村
合併であったことにより、大きな混乱が生じなかったものと評価できる。
改善
５％
やや改善
10％
やや悪化
10％
悪化
３％
無回答
８％
変化なし
64％
第３図　市役所・支所の対応
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ｂ−４　地名の変更による影響
　地名は地域住民にとって長年使い慣れたものであり、一般的に地域アイデンティティを表現・
表象する重要な要素であることが多い。そのため、合併の過程で自治体の名称が消失することに
対する危機感や喪失感は大きいものと考えられる。高崎市の場合、高崎市と合併町村は編入合併
の方式がとられたため、高崎市の名称が継続することになった。その結果、高崎地域は変更がな
く、箕郷地域…高崎市箕郷町・地域名、倉渕地域…高崎市倉渕町・地域名（村名→町名）、吉井
地域…高崎市吉井町・地域名、新町地域…高崎市新町・番地など高崎市の名称を冠しながら旧自
治体名および地域名・番地を続けて表記している。
　群馬地域及び榛名地域は高崎市に続けて旧町名を続けずに地域名のみ表記しており、旧町名を
現在の地名表記から遡ることができなくなった。
　アンケート結果によると（第５図）、全体は変化なしが75％であり、回答者の大半が旧高崎市
の住民であることを除いても大勢に影響はなかったものと考えられる。一方でやや改善と答えた
回答者が８％であり、旧町村名よりも知名度の高い高崎市を地名として表記できることに対する
プラスの効果を感じている住民の存在も窺うことができる。なお、やや悪化、悪化と回答したな
かで群馬地域が全体の29％、榛名地域25％となり、旧町名を表記できなくなった住民の不満が
表れているものと考えられる。
ｂ−５　地区の祭り・行事の継続
　合併前の各地区は伝統・文化に支えられ独自の祭礼・行事が行われていた。高崎地域は「高崎
まつり」など大小さまざまな祭りやイベントが開催され交流拠点都市として発展し、倉渕地域「道
祖神の里めぐり」「小栗まつり」、箕郷地域「箕輪城まつり」「みのわの里のきつねの嫁入り」、群
改善
４％
やや改善
14％
やや悪化
２％
悪化
２％
無回答
４％
変化なし
74％
第４図　ゴミ収集・分別の仕方
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馬地域「かみつけの里はにわ祭」、新町地域「温井川の灯籠流し」、榛名地域「榛名の梅まつり」
などに代表される。
　アンケート結果によると、全体は変化なしが79％であり、全体として従来通り祭礼・行事が
遂行されているものと考えられる。その中でも、悪化２％、やや悪化９％と１割強の回答者が悪
化と回答しており（第６図）、吉井地域では全体の36％、倉渕地域が36％とその値が高くなって
いる。祭礼・行事に対する補助金等の関係もあると考えられるが、地域文化の伝承に配慮する必
改善
１％
やや改善
８％
やや悪化
７％
悪化
３％
無回答
６％
変化なし
75％
第５図　地名の変更による影響
改善
２％ やや改善
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第６図　地区の祭り・行事の継続
津　川　康　雄
− 96 −
要性もあろう。
ｂ−６　広報誌（広報たかさき）の内容
　高崎市における広報誌は、合併後に「広報たかさき」に統合され、紙面の充実とともに紙数増
加により高崎市の情報が提供されている。これまでの各自治体による広報誌の編集作業が効率化
された反面、地域におけるきめ細かな情報の提供といった側面での問題点が内在する可能性が高
いものと思われた。
　その結果、回答者の意見は多岐に及び、改善７％、やや改善18％、変化なし45％、やや悪化９％、
悪化３％となっている。全体に高評価と低評価が錯綜する結果となっており、市民意識の多様性
が反映されたものと考えられる（第７図）。ここでも吉井地域において全体の35％の回答者が悪
化、やや悪化と答えており、新高崎市への合併が最も遅かった吉井地域の不満が示されたものと
言えよう。今後、市民意識の一体化・醸成に際して各地域に対する配慮が求められる。なお、読
まないと答えた回答者が全体の14％おり、合併に伴う影響とは別に広報誌そのものの意味や効
果を問い直す必要も求められている。
ｂ−７　コミュニティバス（ぐるりん）の評価
　高崎市では、①交通弱者の交通手段の確保、②公共施設の利用促進、③商店街の活性化などを
目的に、1997年（平成９）に市内循環バス「ぐるりん」の運行を開始した。合併に伴い、旧自
治体との連携を図る意味においてその路線を拡大していった。当初は各地域とJR高崎駅を結ぶ路
線が設定されていたが、現在では各地域の実情に合わせて路線が分割接続されるなどの対応がと
られている。ちなみに、倉渕地域では当地域と隣接する榛名地域間の運行へと変更され、榛名地
改善
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第７図　広報誌（広報たかさき）の内容
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域では当地域とJR信越線の群馬八幡駅間、新町地域ではJR新町駅と昭和病院間などが設定され
た。高崎地域の市内循環バス「ぐるりん」との接続も配慮されている。なお、合併前の旧自治体
も交通インフラの一環としてのコミュニティバスや代替バス等の運行を行なっており、榛名地域
では民間バス会社によるコミュニティバスとして、「榛名循環バスはるバス」が合併後も運行され、
吉井地域においても合併前に引き続き、自家用有償バス「よしいバス」５路線を運行している。
したがって、コミュニティバス「ぐるりん」の評価のみを行うことは正確さを欠く面があるが、
2003年（平成15）現在、路線数が14と最も多いためその評価を行った。
　全体を見ると、改善２％、やや改善８％、悪化６％、やや悪化６％で、数値が低い中で高評価・
低評価が拮抗している（第８図）。しかしながら、倉渕地域の回答者はすべて悪化、やや悪化と
答えている。合併当初は当地域から約20km離れたJR高崎駅と直結していたが、その後乗り継ぎ
による連絡へと変更されたことによる不満が示されたものと言えよう。公的交通インフラとはい
え費用対効果が求められる中での行政サービスの提供のありかたが問われる結果となっている。
ちなみに、全回答者の５割がコミュニティバスを利用していないことが明らかになった。この点
も合併に伴う影響とは言えないが、低利用率の解消方法も今後の行政課題の一つと考えられる。
ｂ−８　コミュニティ放送（ラジオ高崎）の評価
　高崎市においては1996年（平成８）から、株式会社ラジオ高崎が官民一体となってコミュニティ
FM放送を開始した。送信所は市内の観音山に置かれ市内一帯を放送エリアとしている。コミュ
ニティ放送の役割は、市民への日々の情報や各種番組の提供とともに災害時でのきめ細かな放送
を行うことにある。合併時には長野県と接する倉渕地域の大半や隣接する榛名地域の一部が山間
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無回答
４％
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50％
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第８図　コミュニティバス（ぐるりん）の評価
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部に位置することから受信エリアに含まれておらず、その解消が急務となっていた。そのため、
2008年（平成20）に当地域に中継局が設けられ、受信エリアが拡大した。合併による行政域の
拡大（形式地域）と放送電波の到達エリア（実質地域）との不一致が合併によって整合する稀有
な例ともなった。
　回答者の評価は改善、やや改善、悪化、やや悪化ともにわずかであり、聞かない46％、知ら
ない18％と合計64％がコミュニティ放送の存在自体を知らない回答者を含む未聴取者である（第
９図）。普段の市民生活との関係が希薄なコミュニティ放送の現状が示されており、今後の課題
として捉える必要があろう。
ｂ−９　総合評価
　合併に対する総合評価を見ると、合併して良かったと強くそう思うが５％、概ねそう思う
28％、まったくそう思わない４％、あまりそう思わない22％と高評価、低評価ともにほぼ同じ
比率であり、普通38％と比較してもほぼ同比率である（第10図）。言い換えれば、極端な高評価、
低評価は示されず、市民意識の多様性がバランスよく示されている。しかし、サンプル数の制約
はあるにせよ、すべての地域でこの比率が表れることはなく、倉渕地域や新町地域では合併に対
してまったくそう思わない、あまりそう思わないと答えたやや否定的な回答者が50％、吉井地
域が45％と高い比率を示している（第11図）。このように、今回の合併においては合併の経緯や
地理的位置などさまざまな違いによって住民意識が異なることを確認できた。
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第９図　コミュニティ放送（ラジオ高崎）の評価
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第10図　総合評価（合併して良かったと思うか）（全体）
第11図　総合評価（合併して良かったと思うか）（地域別）
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Ⅳ．おわりに
　以上のように、高崎市は周辺６町村との合併を果たし特例市から中核市へと移行した。そして、
市域面積459.41㎢、人口371,176人（2011年）と広域化、人口数も増加することによって、行
財政改革の効果とともに地域や都市の潜在力（ポテンシャル）の向上・増大や地理的一体化もそ
の効果として現れた。高崎市の掲げる「交流と創造−輝く高崎」はさまざまなスケールにおいて
今後目指すべき理念となろう。
　これまで述べてきたように、合併に対する市民の意識は多様であり、同時に地域による相違も
確認できた。その背景には合併に至る経緯があり、旧自治体の首長・議会や住民の選択、伝統・
文化に育まれた個々の住民意識の存在が考えられる。したがって、合併後に支所として位置づけ
られた旧町村の役場を中心に、情報ネットワーク化に対応した住民サービスの提供、ゴミや消防
等の住民生活に直接かかわる事業等についても合理的に処理できる自治体への移行、地域審議会
の設置による地域住民の意思の反映などに配慮する仕組みや、それらが有効に機能する体制づく
りが求められる。
　いずれにしても、今回の合併が実質的都市圏と対応する形で形式地域・行政域が確定される契
機になることが望まれる。市町村合併に伴う地域アイデンティティやリージョナリズムの尊重を
前提に、地域経済・文化の発展に寄与できる地域システム、都市システムの構築が求められ、都
市ネットワークの再構築と強化に結びつくものになることが期待される。
 （つがわ　やすお・高崎経済大学地域政策学部教授）
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